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環境経済思想と日本
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抄　録

　アリストテレスは人間はポリス的動物であるとし、人間と社会との関係を重視した。環境倫
理学では、自然は秩序が荒されないことが善とされた。トーマス・アクィナスは中世のキリスト
教に基づく倫理学を立ち上げ、神の摂理が自然法の中で機能しているとした。イマヌエル・カン
トは正義の原理は他人に対する義務を果たし、尊重する権利は社会的効用に優先するとした。
ベンサムやジョン・ステュアート・ミル等の功利主義者は、道徳原理や倫理的思想決定に於いて
重要な役割を負うことを無視しているとして、環境保護主義者から告発された。ロックの倫理
的原理に従うと、私的所有権は他人の自由を侵害しない限りに於いてのみ、認められる権利と
した。
　経済思想上では、当初環境概念を定義することが不可能だった。コースが所有権を切り口に
理論体系化された。ピグー税とピグー的補助金では、同値であるが、企業の参入・退出を認める
と、後者が汚染発生を促す可能性がある。前者も汚染ライセンスの最適税率を定める必要性が
ある。取引可能汚染権は、その必要がなく、社会的最適汚染量に見合った数量の汚染ライセン
スを発行すればよい利点があった。しかしながら、環境問題は一企業や一国の問題でなく、地
球的規模の解決迄、人類が追い込まれ、京都議定書の採択に至った。
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１．はじめに

　企業が成長過程に於いて大量に排出する老

廃物や産業廃棄物によって引き起こされるの

が公害問題である。それは自然環境破壊や大

気汚染に広がり、地球全体の問題に発展して

いく。これが環境問題である。本稿では、思

想史における環境倫理の系譜を追ってみるこ

とにする。次に経済思想ではどのような位置

づけでだったかを確認する。経済学での概念

規定を明確にした後、実践上の解決方式を検

討する。それらを踏まえ、日本経済ではどの

位置づけであり、それがどのように変遷した

かを検討する。そして日本だけで解決できな

い地球的規模の解決方式しかない所まで人類

が追い込まれ、京都議定書の採択まで進展した。

２．思想史に於ける環境思想１）

　思想史に於いて環境倫理に関する事項は、

自然法乃至目的論の伝統に見いだせる。この

倫理学の思想は、紀元前のアリストテレス２）

と、１３世紀のトーマス・アクィナスに迄遡及

することが可能である３）。

　アリストテレスは人間はポリス的動物であ

るとし、人間と社会との関係を重視した。そ

して彼にとって、あるものを完全に理解する

ことは、それのあり方の原因を理解すること

である４）。アリストテレスはこの目的論的枠

組みが、人間を含む万物（�自然的事物）�に応

用できるとした。全ての生物はそれ自らの善

を持つことになる５）。人間にとっての善と

は、その目的も達成すること、つまり、その

自然的働きを充分に遂行すること（或いはそ

の魂を遺憾なく実現すること）の上に、思慮

深く慎重に生活することが加わる。これは環

境倫理学に照らしてみると、自然は秩序が荒

されないことが善である。

　中世のキリスト教に基づく倫理学を打ち立

てたトーマス・アクィナスは、アリストテレ

スの科学的、倫理的目的論を、「神の摂理」

が自然法のなかで機能しているとした。

　１８世紀に入り、ドイツの哲学者イマヌエ

ル・カントの著作にも、環境倫理的記述があ

る６）。（人間が）原理に従って行動すること

が定言的命令に沿って行動することになる。
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正義の原理は他人に対する義務を果たすこと

を要求する。正義は、何時如何なる条件の下

でも他人の権利を尊重することを命じる。こ

のような権利は社会的効用に優先する。環境

法の多くは単に社会全体の利益を最大化する

という功利主義的な目標に役立てる為に個人

の権利を侵害している。

　１９世紀では、ジェレミー・ベンサム７）と

ジョン・ステュアート・ミルの著述になかに

功利主義での倫理的展開がある。功利主義は

全体の善を最大化することで、２つの要素か

らなる。ひとつは善のついての説明と、全て

の行為と決定をその善の関連に於いての判断

規則である８）。前者は固有価値、後者は手段

的価値と呼ばれている。功利主義は道徳原理

が倫理的意思決定に於いて重要な役割を負う

ことを無視している。太平洋側北西部の原生

林での伐採活動が絶滅危惧種のマダラフクロ

ウの生息地を破壊の脅威に晒していた。功利

主義者は開発を善とした。何故なら、伐採が

続行されれば絶滅の恐れがあったが、他方伐

採産業の成長により大きな社会的利益が見込

まれ、マダラフクロウは明確な用途がないの

で、たとえ絶滅しても実害がないからであ

る。これに対して環境保護主義者達は、種の

絶滅を引き起こすことは間違っていると告発

した。今日の環境論争では、功利主義が公共

政策の非公式の倫理学説となっている９）。

　環境の財政権は自然法の分野で発達した。

これは１７世紀英国のジョン・ロックの政治哲

学である「自然状態」に由来する１０）。自然状

態とは、アナーキーで人間が生存可能な時か

ら開始する。この時は全ての土地は「未所

有」である。個人が未所有の土地にその「労

働を体化する」時にこの未所有の土地が所有

されるとした。ロックの倫理的原理に従う

と、私的所有は、他人の自由を侵害しない限

りに於いてのみ、認められる権利となる。以

上が１８世紀後半に経済学が出現する迄の思想

史の中での、環境倫理概念を概観した。次の

章以下では経済学での環境思想を検討するこ

とにする。

３．経済思想と環境概念１１）

　経済思想上では、当初環境概念を定義する

ことが不可能だった。その後所有権を切り口

に理論体系化された。ここではその困難性に

ついて、理論上と政策上から追求することに

する。

（１）市場原理と環境倫理の相剋

　経済原理の瑕疵として公害問題がある。資

源の配分は価格機構で運営されているので環

境汚染の原因を市場経済に求めることも可能

である。市場経済で価格機構が常に正しく機

能する為には財の所有権やサーヴィスの使用

権を法的に明確にする必要があり、これに

よってルール違反を罰する。ところで私有財

産制を原則とする資本主義社会でも、「空気」

や「水」等一部の財・サーヴィスには所有権

（使用権）を定めることが不可能であり、又

所有権が規定されても対価を支払わずに購入

できる財・サーヴィスもあり、価格機構が成

立しない。これは（狭義の）市場の失敗とい

う。このような市場の失敗の一つに、ある経

済主体の行動が他の経済主体の経済環境に影

響を与えるという「外部効果」がある。（これ

については次章で検討する）

（２）��共通農業政策と環境倫理の相剋１２）

　��の共通農業政策（���）は、消費者や納

税者という大きな集団を犠牲にして、農民と

いう集団を保護するので、社会全体に純費用

を掛けてしまう「政府の失敗」の一例である。

消費者は、自由市場で成立する価格よりも高

い価格を支払うことになるので、厚生が低下

する。又��の農業を保護する為に、生産割

当のような他の手段も用いられるので納税者

はその費用の一部を支払う。人々の所得を犠
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牲にして、農民の所得を保護することに賛成

する主張が農民以外にあるとしても、この形

態での保護は非常に高くつくことが判明す

る。この政策の環境面での影響にはどのよう

なものがあるか。先ず農産物の過剰生産を鼓

吹している。「余分な」土地がない国で耕作

用の土地を拡張する方式は、ベッジロー（生

垣用の低木）迄削除してしまう。無駄なより

多くの肥料や農薬が使用される可能性があ

る。��域外へ輸出する場合、補助金を付け

て安価に農産物を販売できる。発展途上国で

は、折角育ちつつある途上国の農業生産者の

農産物が市場で敗退している。それが、発展

途上国の環境破壊にも繋がっている。

４．外部性の概念規定１３）

　環境問題や公害は、経済学では「外部�

性１４）」の概念として把握されている。つま

り市場経済の外にある価格要因である。市場

経済では市場の枠内で需給の均衡を検討する

が、その過程で測定不可能な経済効果が発生

する。これが外部経済である。主婦の労働

は、経済測定できないがサーヴィスを提供し

ているし、公害問題は生産過程で廃棄物が発

生し、外部不経済となる。しかしながら、公

害や外部不経済は、それだけを採ってみれ

ば、社会的に望ましくない現象であるが、そ

れらを全て排除することは「社会的共通資�

本１５）」の立場からは、必ずしも正しくない

という意見がある。何故なら、社会に有用な

財の供給に際して技術的理由により外部不経

済を伴うのは必然だからである。ではどんな

種類があるのか。

（１）一方的外部不経済

　利潤最大化を目指す企業は、財の生産量を

私的限界費用とその財の費用が一致する量ま

で生産する。何らかの政策介入もない時のそ

の財の市場価格は、限界効用と私的限界費用

が一致する価格であるから、その時社会の総

生産量はパレート最適生産量に比べて過大に

なる。

（２）一方的外部経済

　政策介入のない場合の市場価格の下では、

生産者の利益を最大にする生産量はパレート

最適生産量に比べて過小になる。

（３）相互外部不経済

　例として、上流の居住者による河川の汚染

が下流居住者に与える迷惑は、一方向の外部

不経済である。これに対して、同一の池の周

辺に位置する住宅の排水による池の汚染は、

各居住者が迷惑の被害者であると同時に発生

者でもある。これは相互外部不経済と呼ばれ

ている。この場合、全ての人が他人の行動を

与えられたものとして自己の効用最大化を決

定する。これはナッシュ均衡１６）に於ける各

人の汚染物（負の公共財）の排出量の総和は、

自己に及ぼす損失に加えた他人に及ぼす損失

迄考慮して各人が互いに協調したならば維持

される排出量の総和即ちパレート最適汚染排

出量より大きい。

（４）相互外部経済

　相互的に及ぶ外部性が関係者双方にとって

便益である場合は相互外部経済又は公共財と

呼ばれる。他人の供給する財の量に自分は影

響しない場合を想定する時、自己の効用を最

大にする外部経済を伴う財の供給量を独自に

定める。このようなナッシュ均衡に於ける各

人の公共財の供給量の総和は、各人の自己の

供給が他人の効用に及ぼす効果迄互いに考慮

して協調して得られた筈の量、即ちパレート

最適な公共財の供給量より小さい。�
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５．経済的手段による内部化の解決概�
念１７）

　市場経済での資源配分がパレートの意味で

最適の改善の余地が残存されているのにも関

わらず、自由放任経済に於いてドナルド・

コース流の当事者間の直接交渉が行われない

為に、外部性による資源配分の歪みが改善さ

れずに放置されている。この外部性の内部化

は、３つの手段が想定される。

（１）ピグー税

　ピグーは外部性のある場合、私的費用と社

会的費用に乖離が生ずることを指摘して、外

部性に基づく政府の介入を示唆している。彼

は私的費用の齎す資源の非効率的利用を是正

する為、外部性を伴う財にその財の社会的最

適供給量水準に於ける私的限界費用と社会的

限界費用の差額に相当する金額を税として課

すできだと主張した。これはピグー税と呼ば

れる。この税は「汚染のライセンス」として

把握され、汚染税（ピグー税）さえ払えば、

幾らでも汚染しても構わないと理解され、外

部不経済を合理化するものとして非難される

ことがある。しかし、汚染を全く禁止した場

合、汚染という副産物なくしては、生産不可

能な有用な消費財の供給は不可能になる。明

らかに、汚染の結果失われる効用（損失）が、

汚染を伴う生産物から得られる効用（利益）

より少ない限り、汚染を認める方が社会的厚

生を増大させる。これこそ、社会的最適汚染

量を定める基本概念である。

（２）ピグー的補助金

　ピグーは更にピグー税と同じ率の補助金を

外部不経済を伴う財の生産の削減に対して与

えても、税と同じ効果が期待できると主張し

た。この「ピグー税とピグー的補助金の同

値」は、コースの定理に於ける「権利の所在

とパレート最適解との独立性」に似ている。

ピグー税は汚染物を排出する側に権利がな

く、弁償金（ピグー税）を払って汚染を認め

てもらうのに対して、ピグー的補助金は汚染

する側に権利があり、汚染を削減する為に生

じる私的損失を公的に補償する制度と解釈で

きる。何れの側に権利があるとしても、到達

する最適解は同一となる。しかし上記の汚染

税と汚染補助金の同値は企業の参入、退出が

ない場合に限定される。前者は、外部不経済

発生企業の利益を税のない時よりも小さくさ

せ、逆に後者は利益を拡大する。したがって

税は外部性発生業種からの企業の排出を促進

し、逆に補助金は新たな参入を促す。この為

補助金下では税の時よりより多くの資源が汚

染を伴う産業に利用される可能性がある。

（３）取引可能汚染権（コースの定理）

　コースは公害問題の解決について所有権及

び汚染者と被害者の交渉の重要性を強調し

た。彼は、汚染の社会的最適水準を達成する

為の政府による介入（課税、補助金、基準設

定等による）に反対し、適切な所有権を基に

した市場の交渉権を重視した。汚染物を市場

で取引されるモノとして（「汚染権」という財

産権の設定）パレート最適を目指す方式はデ

イルズ１７）によって提案された。この提案に

よれば、政府は一定数量の「汚染ライセン

ス」を発行し、財の生産者は、生産に必要な

汚染物排出量に見合う量の汚染ランセンスを

購入して初めて汚染物を排出できる規定に

なっている。政府は税の時には最適税率を発

見し、その税率を定める必要性があった。こ

れに対して汚染ライセンスの売却の時はライ

センスの価格を決定する必要性はなく、単に

社会的最適汚染量と想定される量に見合った

数量の汚染ランセンスを発行すれば事足り

る。ライセンスの売買市場は、自動的にライ

センスの均衡価格を見いだし、その価格を指

標として各社が自社の汚染量を自発的に定め

る。現状では環境汚染の被害額特定、交渉対

�� 木村武雄：環境経済思想と日本
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象特定が困難性の問題点がある。

６．公害問題の実践上の解決方式１８）

　実際の経済では、公害に対して理論上の

様々の困難性が発生する。しかしそうは言っ

ても発生している公害に対して何らの英知を

必要とした。ここでは、実践上の公害解決方

式の系譜を見ることにする。

（１）汚染者負担の原則

　従来の公害対策は汚染者負担の原則（�����

��������	�
��	��
��
���）に従って大規模事業

所を対象にした直接規制が中心だった。これ

は汚染物資を出した者が公害防止費用を負担

する概念で、１９７２年に����の理事会勧告

で提唱された。後述するが、日本では公害防

止費用だけでなく、被害者救済・現状回復費

用についても汚染者に負担させることを含め

て用いられることがある。公害健康被害補償

法、公害防止事業費事業者負担法等がその一

例である。これに対して地球環境問題は、発

生源が企業に加え消費者も含み広範囲に渡る

為税制等の価格機構を活用する間接規制が重

視されることになる。

（２）炭素税

　炭素税は二酸化炭素排出を規制する為の環

境税であるが、次のような問題がある。

（�）先進国で炭素税を導入すると、先進国企

業は発展途上国に産業拠点を移し、その結

果、先進国でのエネルギー需要が減少し国際

価格下落が起こる。逆に途上国でのエネル

ギー需要は高まり、結果として価格低下によ

り炭素排出量が増える。

（�）発展途上国で炭素税を導入すると産業振

興に逆行することになり、例えば先進国企業

が何らかの負担をする場合が生じる。又反対

に途上国での炭素税の導入は、温室効果ガス

排出抑制とともに、化石燃料の消費抑制を通

じて深刻しつつある大気汚染の予防的効果を

持つ。

（３）排出量取引制度

　コースの定理を応用した環境政策として、

排出量取引という制度があり、米国では既に

実施されている。環境の利用権という、汚染

等の排出をしてもよいという権利を設定し、

個々の当事者が互いに交渉するのでなく、政

府が発行した排出する権利を市場で取引する

ことで、取引費用を軽減しつつ汚染物資の排

出量を削減しようとする試みである。後述す

るが、京都議定書ではこの制度が明文化され

ている。この制度の優位性は、「排出量削減

の容易な企業は排出削減を行い、削減が困難

な企業は排出枠を買い足すことで規制に従

う。その結果、目標の排出削減を達成しなが

ら、社会全体として費用を最小化できる」点

にある。

７．日本と環境問題１９）

　公害を取り上げる時、経済主体が外部（こ

こでは社会）に対して結果的にコストを強要

する行為をしたものとして把握され、外部不

経済の問題として扱われた。経済主体の外部

に対する影響は時には市場の失敗を齎し政府

の介入も視野に入ってくる。ここでは日本の

公害問題に焦点をあてこの問題を検討するこ

とにする。

（１）苦い公害経験

　明治時代に足尾鉱山鉱毒事件（１８８０年頃）

や別子銅山煙害事件（１８９０年頃）が発生し、

田中正作が１９０１年に衆議院議員を辞し、明治

天皇に直訴に及び、公害が社会問題となった

（しかし江戸時代に足尾銅山開発で、人々の

健康を損ねる事件が発生すると江戸幕府は直

ちにその開発を中止した）�。１９５０年代半ば以

降、高度成長の時代に入ると、公害問題は全
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国的に敷衍した。本格的訴訟問題の代表例と

しては、１９５３年の水俣病（熊本県水俣湾周

辺、工場排水中の有機水銀が原因）、６０年代

前半に於ける阿賀野川流域（有機水銀が原

因）、四日市ぜんそく（硫黄酸化物が原因）、

イタイイタイ病（�神通川流域）等がある。何

れも社会問題となり、６０年代後半から７０年代

に掛けて公害反対運動の結果、企業側の責任

が明確化し被害者への損害賠償が命じられ

た。これらの例に於ける経済主体はチッソ等

の企業であり、外部不経済の結果被害を受け

たのは地域住民、そして事件が訴訟問題とな

り政府（司法）が介入し、市場の失敗が明白

になった。なお高度成長の結果大都市周辺の

窒素酸化物等を含む排気ガスの問題もこの頃

から深刻化した。切実な社会問題である公害

に対し１９６７年公害基本法、１９６８年大気汚染防

止法や騒音規制法が制定されたが効果は上が

らなかった。その後１９７０年国会において公害

問題が集中的に審議され、その結果７２年大気

汚染防止法と水質汚濁防止法が改正され、汚

染により健康被害が生じれば、原因者（企

業）は、故意や過失が無くても被害を補償し

なくはならないという無過失責任が定められ

るまでに至った。

（２）企業の社会的責任

　１９７０年代には日本では環境庁の設置ととも

に公害問題への対策が講じられてきたが、そ

の後より大きく、地球（或いは宇宙も含む）

規模で環境問題を取り上げ、その問題を検討

していく潮流が主流となっていった。その過

程で提出された課題が「企業の社会的責任」

であった。企業は公害問題によって社会に被

害を与える側面と、経済行為の遂行により社

会に富を齎す側面という、矛盾した２つの側

面を持つ。公害問題の難しさはこの矛盾に直

面することにある。こうした矛盾を克服する

為に考案されたのが「企業の社会的責任」で

ある。企業は公害問題解決の為に先手を打っ

て、製品企画の初期の段階から公害を想定す

る必要がある。新製品の開発に当たって安

全、健康、環境に配慮し、製造方法や材質等

を工夫しなければならない。又製造過程に於

いて発生する、或いは製品が不用になってか

らの、外部不経済を考慮しなければならな

い。これが製造者の、つまり「企業の社会的

責任」となる。製品の製造過程に於ける企業

の責任を明確にするものとして１９９４年、��

法（�������	
��
������）が制定され、製造業者

等の過失の有無を問わない欠陥責任の概念が

導入された。その後��法の概念が検討され、

製品の廃棄段階での製造者の責任が問題と

なった。これは拡大製造者責任（��������

���������	�
������
�	�
�������）といい、政府

の環境負担軽減のため、製造・使用段階に加

え、廃棄段階でも企業より広い範囲で責任を

負うべきという概念である。企業は廃棄物の

減量、リサイクルの促進に積極的に取り組み

べきとされ、容器包装リサイクル法や家電リ

サイクル法が制定された。企業の社会的責任

について、近年、ライフサイクル・アセスメ

ント（��������	��
��	��

	

�	��）という概

念が提唱されている。���は工業製品の原

料資源発掘から使用・廃棄の全過程に於いて

環境への負荷の大きさを予測する手法で、環

境���ともいう。具体的には二酸化炭素等

の地球温暖化、フロン等オゾン層破壊、酸化

窒素物等酸性化等の地球規模の環境影響を測

定する。���に記載され、国際的に義務付け

られる方向になっている。

８．結びにかえて

　京都議定書は、１９９７年１２月京都で開催され

た気候変動枠組み条約第３回締結国会議

（���３）で採択された議定書で、先進国に二

酸化炭素等６種類の温室効果ガスの法的拘束

力を持つ排出削減目標を定めた。削減目標は

２００８～１２年の間に、１９９０年基準比で日本

�� 木村武雄：環境経済思想と日本

―　１０７　―



６％、米国７％、��８％等先進国全体で

５．２％の削減を求めているが、発展途上国に

は排出削減を求めないというものである。米

国は最大の排出国（先進国シェア３６．１％）で

あるが、２００１年に政権についたブッシュ大統

領は、自国経済への悪影響と途上国に削減義

務がないこと等を理由に京都議定書の不賛成

を表明した。議定書はロシアによる批准後９０

日後の０５年２月１６日に発効した２０）。

　２００５年３月８日、環境相の諮問機関「中央

環境審議会」は、京都議定書の削減目標を達

成する為には２００６年から５年間で、社会全体

で最大１４兆円の追加費用が掛かる試算結果を

盛り込んだ答申を纏めた。現行レヴェルの対

策では、２０１０年には１９９０年比で目標の６％削

減は無理で寧ろ６％増の見通しとなってい�

る２１）。
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シュプリンガー・フェアラーク東京、２００５年。
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３３）�柴田弘文・柴田愛子『公共経済学』東洋経済新

報社、１９８８年。

３４）�柴田弘文「外部性の経済学：理論と規制の手

段」貝塚啓明他監修『日本経済事典』日本経済

新聞社　１９９６年。

３５）�柴田弘文『環境経済学』東洋経済新報社、２００２

年。

３６）�社会思想史学会編『社会思想史研究』№２６、特

集・歴史と思想のダイナミズム藤原書

店　２００２年。

３７）�ジョゼフ・�．デ・ジャルダン、新田功他訳

『環境倫理学』人間の科学社、２００５年
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３８）�����ターナー他著大沼あゆみ訳『環境経済学

入門』東洋経済新報社、２００１年
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３９）�竹内憲司「環境問題と経済学」植松忠博他編著

『日本経済論』ミネルヴァ書房、２００４年。

４０）����ディヴァン他著、木田元他監修『２０世紀思

想家事典』誠信書房、２００１年
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４１）�日引聡他著『入門環境経済学』中央公論社、

２００２年。

４２）�廣松渉他編『岩波　哲学思想事典』１９９８年。

４３）�福沢諭吉『学問のす々め』岩波文庫、１９７８年改

�� 木村武雄：環境経済思想と日本
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定版。

４４）�福沢諭吉、松沢弘陽校注『文明論之概略』岩波

文庫、１９９５�年改定版（初版１９３１年）。

４５）�福沢諭吉、富田正文校訂『新訂福翁自伝』岩波

文庫、１９７８年改定版（初版１９３７年）。

４６）�福沢諭吉、山住正己編『福沢諭吉教育論集』岩

波文庫、１９９１年。

４７）�福沢諭吉『福沢撰集』岩波文庫、１９２８年。

４８）�レスタ・�・ブラウン、今村奈良臣訳『だれが

中国を養うのか？』ダイヤモンド社、１９９５年
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４９）�細川隆雄編著『食糧・資源・環境問題へのア

プローチ』創成社、１９９９年。

５０）�松下和夫他「環境」『イミダス２００５』集英社、

２００５年、９４２頁。

５１）�三橋規宏他『ゼミナール日本経済入門２００５年

度版』日本経済新聞社、２００５�年（初版１９８５

年）。

５２）�『読売新聞』２００５年３月９日付け朝刊。
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